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概 要  
1990 年代以降、研究開発マネジメントの研究分野において「中央研究所不要論」がさけばれるよう
になってきた。  
かつては製造業を中心に、事業とは距離をおいた研究組織である中央研究所に対し、積極的な投資
が行われてきた。その目的は、技術を蓄積することによる中長期的な競争優位の獲得であり、蓄積され
た技術は新商品の開発や、既存品の機能改善に役立てられてきた。  
しかし、多くの産業分野において技術的な進歩の度合いが鈍化したことや、株主を意識した経営の
広まりにより、中央研究所が得意としてきた足の長い研究開発が敬遠され始めたことが背景にある。加
えて、その動きを加速させる可能性があるのが、昨今のオープンイノベーションの広まりである。オー
プンイノベーションは、インバウンド/アウトバウンドを問わず必要な技術やサービスを積極的に外部に
求めることであり、事業側が必要な技術を外部から調達できるようになれば、「中央研究所不要論」に拍
車がかかることは想像に難くない。事実として、90 年代以降、一部の企業では中央研究所の閉鎖や研究
員のリストラといったニュースも目立つ。  
筆者の課題認識は、研究開発のオープン化が進む時代に中央研究所は本当にその役割を失ってしま
ったのか、という点である。  
本稿ではその一端として、株式会社日立製作所の事例分析を通じ、中央研究所がオープンイノベー
ションを遂行する上で必要な組織能力をどのように獲得したか、そのキーポイントを明らかにすること
を目的としたものである。同社は 2000 年頃から中央研究所に対し積極的な外部との交流を促してきた。
現在も「協創」というコンセプトを掲げ、中央研究所という組織構造を維持しながら積極的なオープン
イノベーションへの取り組みを進めている。その過程を分析した結果、トップの強いコミットメント、
外部との接点の増加、組織内での危機感の醸成が変革に寄与した可能性があるとの示唆を得られた。ま
た同事例の調査から、中央研究所がオープンイノベーションに取り組むことにより、旧来の目的である
中長期的な研究の維持にもつながる可能性があるという考察を得ることができた。  
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１．はじめに 
本論文は、企業の中央研究所を対象とし、オープンイノベーションを推進する上で
必要な「知識の吸収能力」を獲得するための成功要因を分析することを通じて、その獲
得に寄与する要素を明らかにしようとするものである。 
中央研究所とは、主として企業の基礎研究や応用研究、および部門横断的に必要と
されるような全社的な戦略に必要とされる R&D 活動を担う組織（椙山,2005）であり、
コーポレート R&D などとも表現される。旧来、中央研究所は企業の技術的競争優位の
源泉として、将来を見据えた基礎研究や、新たな事業の土台となるような技術開発と
いった責務を担ってきた。国内では欧米企業への技術的なキャッチアップを目的とし、
1950 年代後半から相次いで中央研究所が設立されてきた（久保田,2016）。しかしなが
ら 1990 年代に入ると中央研究所不要論が叫ばれるようになってくる。国内経済の悪化
に伴い、技術の蓄積を目的とした中長期的な視点にたった研究活動が敬遠されるよう
になってきたことや、椙山（2005）が指摘するように、1950 年代以降の中央研究所ブ
ームの過程を通じ、充分な成果を確認することができなかったことに対する反省など
が背景に存在する。実態として 1990 年代は NTT や日立、NEC などで中央研究所の人
員削減が進んだ（山口,2006）。2000 年代に入ると、ソニーも中央研究所を閉鎖してい
る。近年でも 2017 年以降、武田薬品が湘南研究所の研究員の人員削減を進める (1)など
中央研究所を縮小する動きは今も変わっていない。 
また、このような動きに拍車をかけるのが、オープンイノベーションの進展である。
オープンイノベーションは、自社ビジネスにおいて積極的に外部の技術やアイディア
を取り入れていくという考え方（Chesbrough,2003）である。今日の企業活動において
は、多くの企業が積極的にオープンイノベーションを進めていくことを標榜している。
旧来、製品開発において、そのシーズの創出を担ってきたのは中央研究所であった。オ
ープンイノベーションが企業に浸透していく中で、その役割は少しずつ外部のベンチ
ャー企業や、大学、独立した研究機関などに移りつつある。オープンイノベーションの
考え方がさらに広まりを見せる中で、中央研究所を取り巻く環境は更に厳しくなって
いくことは予想に難くない。 
中央研究所が旧来の存在意義を果たせなくなりつつある中で、市場環境の変化を捉
え、自らを変革することにより活路を見出している中央研究所も存在する。株式会社
日立製作所（以下、日立）の中央研究所 (2)では、2015 年１月には大きな研究開発組織の
再編を発表 (3)し、中央研究所内の組織を「社会イノベーション協創統括本部」、「テク
 
1 日本経済新聞「武田薬品、湘南の研究員を 3 分の 1 程度に」
https://www.nikkei.com/article/DGXLASDZ14H2U_U7A110C1TJC000/ （閲覧：2019
年 12 月 5 日） 
2 後述するように、同社の研究組織は 2011 年まで国内に 6 つの研究所に分かれており、
その中には中央研究所という名称を持つ研究所も存在する。本論文では事業とは離れた基
礎研究を行う組織を総称して中央研究所と表記し、個別の研究所を示す際は「」で囲んで
表記することとする。 
3 日立製作所 2015 年 2 月 27 日付 ニュースリリース「顧客起点型のグローバルな研究開
発体制を確立」https://www.hitachi.co.jp/rd/news/2015/0227.html （閲覧日：2019 年
12 月 5 日） 
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ノロジーイノベーション統括本部」、「基礎研究センタ」の 3 つの組織に編成した。旧
研究所は、「テクノロジーイノベーション統括本部」に統合された。「社会イノベーシ
ョン協創統括本部」は、顧客の課題を可視化し、研究所が持つ技術を活用することでそ
の課題解決を図ることをミッションに持つ組織として新設され、「基礎研究センタ」は
外に開かれた研究組織として、さまざまな研究機関との連携を通じ、次の社会イノベ
ーション事業の芽を創生することをミッションとする組織として新設された。研究開
発組織全体を通じて、オープンイノベーションを推進する体制を整え、顧客や外部の
企業や研究所とのコラボレーション数を増やしており、すでにいくつかの事例も誕生
している。同社では外部とのコラボレーションを「協創」と呼んでおり、顧客視点に立
って、ビジネスや技術的な課題解決を共に推進することであると定義されている。2019
年 4 月には「協創の森」と名付けられた施設を国分寺の中央研究所内に開設したこと
も大きな話題となった。しかしながら、これらの変革は同社のオープンイノベーショ
ンへの取り組みの一側面でしかなく、2000 年ごろから様々な仕掛けを行ってきた。特
に、中央研究所の研究員が顧客視点を持つことの重要性と、同社設立以来の理念であ
る自前主義に縛られる必要がないことについては長年に渡ってトップメッセージとし
て発信を続けてきた。 
これらの変革は、市場環境の変化やオープンイノベーションの浸透を通じて各社の
中央研究所をめぐる環境が厳しさを増す中で、むしろ積極的にオープンイノベーショ
ンに取り組むことより、中央研究所としての新たな活路を見出す事例として捉えるこ
とができる。そこで、本研究では同社の中央研究所の事例を、オープンイノベーション
を推進する組織能力という観点から定性的に分析を行い、必要な組織能力の獲得プロ
セスに寄与した要因を抽出することを通じて、今後、各社の中央研究所が目指すべき
方向性を議論することを目的とする。 
 
２．先行研究レビュー 
本章では中央研究所、及びオープンイノベーションに関し蓄積された過去の研究に
ついてレビューを行い、本研究と差分を明らかにする。 
2.1  中央研究所に関する先行研究 
中央研究所に関する研究はその勃興や発展、衰退に至る一連の過程に着目し、背景
要因を探るような産業全体に視座をおいた研究と、事業や開発組織との関係性に着目
した個別企業内での組織間関係に視座をおいた研究に大別できる。前者に関する研究
としては Rosenbloom（1996）や、西村（2003）、山口（2006）らの研究が著名であ
り、後者に関する研究としては、椙山（2005）、椙山・長内（2007）らの研究が著名
である。本論文においては、中央研究所が不要とされる経緯について整理すること目
的とし、前者の産業全体に視座をおいた先行研究についてレビューを行う。 
中央研究所の勃興は 20 世紀前半の米国に遡る。19 世紀まで、研究開発は個人の手
によって行われていた。良いものが出来上がると企業に持ち込まれ、企業はその商業
化を行う役割を担っていた（長谷川,2008）。20 世紀に入ると、AT&T や、デュポ
ン、GE といった企業が自社内に研究所を設立する。市場での競争が激化したこと
で、各社は自社事業や中核技術が他社に侵食される脅威に直面していた。研究開発行
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為を外に任せるのではなく、将来を見据え中長期的な技術開発を行う必要に迫られた
ことが社内に中央研究所を設立する事になった要因である（Rosenbloom,1996）。そ
の後、2 つの世界大戦を越え、米国企業の中央研究所は黄金期を迎える。例えばデュ
ポンは戦後最初の 10 年間で研究開発スタッフを 150%増員している
（Rosenbloom,1996）。その背景について長谷川（2008）は、ナイロンやトランジス
タなど企業の中央研究所から大ヒット商品が生まれ始めたこと、従前の個人から新し
い発明を調達する時代に比べ信頼性が高いことなどをあげている。Rosenbloom
（1996）は、単純な技術革新モデルが機能していたことをあげている。すなわち、現
代の生活に適用可能な技術開発の余地が多く残されており、中央研究所によって生み
出される新しい発見が企業の新しい収益源に直結しやすい状況が続いていたのだ。も
ちろん、全ての企業が新しい技術開発に成功していたわけではないが、1960 年代の活
況な経済状況にも後押しされ、研究所への継続的な投資が維持できたことも、これら
の黄金期を後押ししたと言える。 
1980 年代に入ると、中央研究所を取り巻く環境に陰りが見えだす。経済状況の悪化
と共に経営者や投資家の目線は目前の収益に直結する投資へと集中するようになる。
元来、中央研究所の目的である将来を見据えた長期的な研究開発と、投資家の要求で
ある短期的な技術の収益化との間には時間軸で大きな溝がある。経済状況が活況で企
業にも体力があるうちは目を瞑られていた溝が、経済状況の悪化と共に表面化したも
のと言える。長谷川（2008）はさらに、研究開発費の増大を中央研究所が敬遠された
理由にあげている。この頃の研究開発は、1950 年代、60 年代の研究開発に比べ、多
くの研究者と多くの費用を要するようになっていた。元来、中央研究所による研究開
発は、すべてを収益化することが難しく、こういった環境変化の中で中央研究所を取
り巻く環境は厳しさを増し、多くの企業が中央研究所による研究活動の縮小や方針転
換、研究員のリストラなどを進めたのである。 
日本国内の中央研究所の動きについても整理しておきたい。国内では第二次世界大
戦の戦後復興の中で、1950 年代後半から 1960 年代にかけて、多くの企業が中央研究
所を持つようになる（久保田,2016）。その目的は産業復興であり、多くの企業が欧米
企業に対する技術的なキャッチアップに注力した。その後、1970 年代には長期的な視
野にたった研究開発を行う組織として再定義され、1980 年代には DRAM などの半導
体分野で世界の覇権を握ることとなる（山口,2006）。米国における中央研究所の発展
の経緯とは異なるが、国内企業の中央研究所も盛衰があったという点では共通であ
る。米国に遅れること 10 年、国内の中央研究所も 1990 年代に入ると厳しい状況に追
い込まれるようになり、研究人員の削減や、中央研究所そのものを廃止に踏み切った
企業もある（山口,2006）。その背景たる構造は米国における流れと近く、バブル崩壊
と共に経済状況が悪化し、投資家や経営者の目線が短期で収益が上がる研究開発に向
いたことが大きい（西村,2003）。このような経緯を経て、中央研究所不要論が叫ばれ
るようになったのである。 
このように日米において差は発展の経緯や、時間軸上での差はありながらも、1990
年代以降、中央研究所を取り巻く環境は厳しくなっていることについては共通してい
る。ポスト中央研究所としては、産学連携の強化により大学や独立の研究所が担うと
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する立場や、エコシステムの形成によりベンチャーがその立場を担うなど様々な主張
が存在するが、中央研究所そのものがどのような役割を果たすべきかについて論じて
いる研究はない。 
 
2.2  オープンイノベーションに関する先行研究 
オープンイノベーションは Chesbrough により提唱されたイノベーションの概念の
1 つである。様々な定義があるが、「知識の流入と流出を自社の目的にかなうように
利用して社内イノベーションを加速するとともに、イノベーションの社外活用を促進
する市場を拡大すること（Chesbrough et al.,2006）」との定義が一般的である。近年
ではビジネスの中でも一般化し、多くの企業がその実践に向けた取り組みを行ってい
る。 
学術的な研究においても様々な視点での研究が行われてきた。これまでの研究を大
別すると、複数の企業、大学、研究機関などからなるシステム全体を俯瞰した研究
と、オープンイノベーションを推進する個別の組織に目を向けた研究に分けられる。
前者の研究の代表例としてはエコシステムに関する研究や、プラットフォームビジネ
スに関する研究、さらには技術の標準化を実現するための構造や施策に関する研究な
どがあげられる。後者の例としては、企業がオープン化を促進する背景や要因に関す
る研究や、オープンイノベーションを推進する上で必要な組織能力の研究などがあげ
られる。本研究は事例研究を通じて、中央研究がオープンイノベーションを推進する
上で必要な能力とその獲得プロセスを明らかにすることが目的であることから後者の
研究を中心にレビューを行う。 
オープンイノベーションを推進する上で必要な組織能力について論じている研究者
は多くない。例えば樋原（2018）は、企業の組織能力を Resources（人員、設備等の
Resource の数）、Processes（保有する Resource を活用する手順）、Priorities（保有
する資源を割り振る優先順位）の 3 つに大別し、米国企業と日本企業を比べた場合に
これらの能力に差があること、とりわけ Resources という観点で日本企業はアップデ
ートが少ないことがオープンイノベーションの成否に影響しているとしている。本研
究はビジネスを営む企業たる組織がもつ一般的な能力の差がオープンイノベーション
の実現に寄与しているとする研究であるが、オープンイノベーションを推進するにあ
たり固有の能力の有無やその程度については検討されていない。これらのオープンイ
ノベーションを推進する上での固有の能力について検討しているのが真鍋・安本
（2017）である。 
真鍋・安本（2017）はオープンイノベーションを推進する能力 (4)について、価値の
創造と獲得を実現する為に、知識や技術を管理する能力が必要であるとしており、こ
れらはオープンイノベーションを遂行するための固有の能力であると考えられる。具
体的には知識や技術を企業の内部のものと外部のものにわけた上で、企業内部の知
 
4 参考文献内では「オープン化戦略を推進する為の組織能力」と説明されている。同文献
内でも定義されている通り、オープン化戦略は、オープンイノベーションに比べ、戦略性
の有無から区別されたより狭義な概念であるが、本研究のテーマである組織能力の議論に
おいては大きな差がないと判断し、区別せずに用いている。 
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識・技術を管理する為に必要な組織能力として、①「ビジネスモデルの構築能力」、
②「知的財産の管理能力」、③「アーキテクチャのデザイン能力」を、企業外部の知
識・技術を管理する為に必要な能力として、④「知識の吸収能力」、⑤「標準化の促
進能力」、⑥「企業間ネットワークの構築能力」をあげている。前者の企業内部の知
識や技術を管理する能力はアウトバウンド型のオープンイノベーションを想定してお
り、後者の企業外部の知識や技術を管理する能力はインバウンド型のオープンイノベ
ーションを想定している。ここでは中央研究所という、言わばこれまで内部の知識や
技術を管理してきた組織が、外部から知識や技術を導入するアウトバウンド側のオー
プンイノベーションに取り組むことを想定しており、④、⑤、⑥についてより詳細な
確認を行う。 
④「知識の吸収能力」はもう少し分解をすると、企業外部の知識・技術を用いて価
値を創造する能力、外部・内部の知識・技術を統合しビジネスモデルを構築する能
力、課題を解決し価値を実現する能力の 3 つの能力に分解できる。インバウンド型の
オープンイノベーションにおいては、自社にない知識・技術を自社に取り入れていく
活動が成否の鍵を握る。また取り入れるだけでなく、それらの統合された知識・技術
を用い、課題解決を通じ、価値を創出していく必要がある。さらには創出した価値か
ら利益を獲得していく必要があり、これらを総じて知識の吸収能力と定義している。 
⑤「標準化の促進能力」について、旧来の標準化の実現方法は、特定の 1 社の技術
を基礎とするデファクト標準が多かったのに対し、近年は複数企業の合意によるコン
センサス標準が増えていることを指摘した上で、その実現に向けて、標準化の対象、
範囲、程度、条件などを企業間で合意する為の協調の仕方や交渉力が重要であると指
摘されている。 
⑥「企業間ネットワークの構築能力」は、ネットワークを主導し広げる能力と、ネ
ットワークを支える能力に大別される。ネットワークの中では様々な企業が相互にパ
ートナーシップを組み、さらなる発展を目指している。継続的な発展の実現に向け、
ネットワークの中でリーダーとなる企業には高い技術力もさることながら、ネットワ
ーク内の他の企業をリードする能力も求められる。一方、ネットワークに参加してい
る企業に対しては、自社を他社と差別化し、ネットワーク全体の健全性を高めること
が求められている。 
以上がオープンイノベーションを促進する組織能力として企業に求められるもので
あり、それぞれの能力は互いに影響を与えあっている（真鍋・安本（2017））ともさ
れている。これらの能力を俯瞰してみると、それぞれの能力の性質には若干の差異が
ある。④「知識の吸収能力」は、外部の技術の統合やビジネスモデルの構築など、対
象企業内の資源の能力に目を向けた能力であるのに対し、⑤「標準化の推進能力」
や、⑥「企業間ネットワークの構築能力」は顧客や外部の企業との関係に目を向けた
能力である。また、⑤「標準化の推進能力」や、⑥「企業間ネットワークの構築能
力」は、④「知識の吸収能力」に付随し、外部の知識の導入を進めるための環境整備
を目的とした要件であり、主たる要件は④「知識の吸収能力」であると考えられる。
従って、それぞれの能力の構築には違いがあるはずだが、先行研究においてはそれぞ
れの能力の獲得の過程までは言及されていない。本研究ではこれらの能力の構築の過
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程に注目した研究を行うが、個別企業の事例を通じた研究を行うことから、顧客や外
部の企業の影響を受けにくい、④「知識の吸収能力」に着目することとする。  
 
３ 命題の導出 
本章では、先行研究と本研究の差分について確認し、本研究を通じて明らかにした
いことを明確にする。 
本研究では中央研究所のオープンイノベーションへの取り組みに関し、これまで明
らかにされてこなかった、必要となる組織能力の獲得するための成功要因について明
らかにすることを目的としている。 
第 2 章の先行研究のレビューを通じて見てきた通り、既存の中央研究所に関する研
究では、中央研究所の新たな役割を議論するには材料として不十分である。既存研究
の多くが、歴史的な変遷からその役割が大学や外部の研究機関などへ移りつつあるこ
とを指摘しているが、その後の中央研究所について議論、考察されている研究はな
い。多くの企業がオープンイノベーションへの取り組みを加速させつつある中で、中
央研究所を取り巻く環境はますます厳しくなることが見込まれる。では、オープンイ
ノベーションへの取り組みが加速する中で中央研究所はどのようにふるまえばよい
か。選択肢としては時流の変化に左右されることなくこれまで通りのスタイルを貫く
ことも考えうる。しかしながら、各社が中央研究所を縮小する傾向にある中で、自ら
を変革するという選択肢も検討すべきである。そのような中で、日立の中央研究所は
次章に示すとおり、中央研究所自らが率先してオープンイノベーションに取り組んで
いる。今も昔も、技術に重きを置く同社のスタンスは変わらないが、ここ数年の取り
組みを通じてそのアプローチについては変化が見られる。これらの事例研究を通じて
中央研究所の新たな役割を模索することが本論文の目的である。 
ではどのような視点から調査を行うか。真鍋・安本（2017）が指摘する通り、オー
プンイノベーションを推進する上で必要な組織能力についてはすでに研究がなされて
いる。しかしながらこれらをどのように獲得していくか、その獲得における成功要因
については明確にされていない。日立の中央研究所のオープンイノベーションが成功
していれば、これらの能力を保持しているはずであり、また、日立の中央研究所がい
かにしてこれらの能力を手に入れたか、変革の過程から明らかになれば、中央研究所
の新たな役割の一端として、中央研究所がオープンイノベーションを推進する為に必
要な能力を獲得するための成功要因を明らかにすることができると考える。 
そこで本研究では真鍋・安本（2017）が指摘するオープンイノベーションを推進す
るための組織能力の内、「知識の吸収能力」に焦点を絞り、その獲得に寄与した成功
要因を明らかにすることを試みる。オープンイノベーションを推進するための組織能
力としては先にも述べた通り、他にも「標準化の促進能力」と、「企業間ネットワー
クの構築能力」が存在するが、いずれの能力も対象組織単体の定性分析からは判断し
にくい要素がある。標準化や、企業間ネットワークの構築においては自社だけでな
く、協業先や、顧客、競合他社などの影響を大きく受けるため、これらの組織能力を
どのように獲得するかを明らかにするためには、対象組織がどのようにふるまってい
たかだけでなく、能力構築の過程で、相対していた企業を明確にし、それらの企業が
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どのようにふるまっていたかも合わせて分析をしなければならない。本研究では論点
をシンプルにするために、対象企業単独のふるまいから分析可能な「知識の吸収能
力」について議論することとする。 
 
４．事例研究 
本章では、日立の中央研究所がオープンイノベーションへ積極的に取り組むに至っ
た経緯を、①2000 年まで、②2000 年～2010 年頃、③2010 年～現在の 3 つの時代に分
けて説明する。 
尚、調査は同社が発行する技術報告書である日立評論 (5)や、中央研究所研究員の方
へのインタビュー、同社に関しすでに公開されている二次情報を基に行った。日立評
論の分析については、インターネット上で公開されているバックナンバーの内、過去
30 年分を対象とし、中でも毎年年初に公開されている「日立技術の展望」と題された
特集号について確認を行っている。インタビューについては、2019 年 9 月 25 日に同
社中央研究所企画室より、谷崎正明様、青木秀貴様にご対応をいただき、主として筆
者からの質問にご回答いただく形で 1 時間程度の調査を行った。 
4.1  2000 年まで 
日立の中央研究所は、2011 年に大きな組織変更を行うまで 6 つの研究所で編成され
てきた。1934 年には「日立研究所」が設立され、続いて 1942 年に国分寺市に「中央研
究所」が設立されている。「日立研究所」は工場に直結した研究を主体に行っていたの
に対し、「中央研究所」は、将来の自社の発展の為に 10 年先、20 年先までを企図し、
積極的に基礎研究へ取り組むことを目的としていた (6)。設立当時は、精密工作、有機合
成、高分子化学、金属材料、絶縁材料、電子装置ならびにその構成材料、電子工学装置
とその応用などといった研究が取り上げられていた。その後第二次世界大戦の混乱を
経て、エレクトロニクス、原子力へと基礎研究における重点は推移していく。戦後の高
度経済成長の時代は、日立にとっても研究を強化した時代であり、1966 年にはメカト
ロニクス系の研究を行うこと目的とした「機械研究所」、1971 年には管理・生産シス
テム・プロセスや、生産設備の研究を行うことを目的とした「生産技術研究所」、1973
年には情報システム関連の研究を行うことを目的とした「システム開発研究所」を相
次いで設立している。1985 年には基礎研究の強化を目的として「基礎研究所」を開設
し、2011 年に組織変更を行うまでは、長らく 6 研究所体制を取ってきた。 
中央研究所の黄金期とも呼べるのがトランジスタに関する研究であり、1970-80 年代
の半導体黄金期へとつながっていく。1970-80年代の半導体産業を牽引したのが DRAM
である。日立では、「中央研究所」がこの DRAM の研究を担当した。1972 年に始まっ
た DRAM の研究・開発においては「中央研究所」が要素技術の研究を担当し、半導体
事業側が製品設計や、プロセス技術開発、及びその事業化を進める体制で進められた。
研究開発から 10 年近くが経過した 1980 年に市場投入された 64k ビット DRAM は、
 
5 日立評論 https://www.hitachihyoron.com/jp/ 
6 日立評論 1962 年 別冊論文集号 「日立製作所中央研究所の歴史と概要」
https://www.hitachihyoron.com/jp/pdf/1962/exc/1962_exc_00_gaiyo.pdf （閲覧日：
2019 年 12 月 10 日） 
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1981 年には市場シェア 40%と売上世界一を達成している（奥山,2012）。この時代は、
「中央研究所」の歴史の中でも黄金時代であり、同社社員へのインタビューにおいて
も、「中央研究所」が輝いていた時代の一つとしてこの半導体事業の最盛期をあげてい
る。 
DRAM の市場規模はその後 1995 年まで上昇を続けることになるが、1990 年代前半
のバブル崩壊に伴い同社の業績も悪化し、研究開発をめぐる環境もしだいに厳しくな
っていった。売上は 1991 年をピークに減少へ転じ、日立評論が毎年初に特集する日立
技術の展望においても、1991 年まで巻頭で特集されていた研究は巻末へと移動してい
る。 
 
4.2  2000 年～2010 年頃 
2000 年代に入ると、日立の中央研究所を取り巻く環境に変化が訪れる。2002 年の日
立評論の紙面上 (7)で庄山悦彦取締役社長（当時）は、同社が創立以来”自前主義”を標
榜し、信頼性の高い優れた商品・サービスを提供することに実現してきたとした上で、
これからの時代はそれらに加え、顧客ニーズに合致した価値ある商品・サービスを、他
社に先駆けて提供することが求められるとし、スピード感のある研究・開発を実現す
る為に”自前主義”にこだわることなく、積極的に外部の有力企業とのアライアンスを
推進していくことを宣言している。また、庄山氏は同紙面上にて、次代の研究やビジネ
スを育てることを目的としたコーポレートベンチャーキャピタルファンドを設立した
ことや、社外との積極的な「知の交流」を深めるための仕組みづくりにも力を入れてい
くとしている。同年、総合的な技術力とグループ全体でのシナジー効果の発揮を目的
として技術戦略室を設置すると、室長となった浅井彰二郎上席常務（当時）は、翌年
2003 年の日立評論 (8)において、日立グループの技術戦略と題し、「製品化、量産化、販
売など、事業のあらゆるステップに顧客、パートナー、ベンチャー企業、大学など外部
の頭脳を柔軟に取り入れるのが今日のスタイル」であるとした上で、社外との開かれ
た関係の中で新たな価値の創造を目指していくと述べている。 
2004 年の日立評論 (9)では、庄山氏が産学官連携をこれまで以上に強化していくこと
や、各分野のパートナーと「共創」し、スピーディな製品提供を実現するビジネススキ
ームを構築すると述べている。この「共創」という表現は総じて外部とのコラボレーシ
ョンによる価値の創出という意味合いでその後も頻繁に表現されるようになる。2005
 
7 日立評論 2002 年 1 月 2002 年度日立技術の展望 「2002 年を迎えて」
https://www.hitachihyoron.com/jp/archive/2000s/2002/01.html （閲覧日：2019 年 12
月 12 日） 
8 日立評論 2003 年 1 月 2003 年度日立技術の展望 「技術革新を駆動力に，次世代の価
値を創造する日立グループに」 
https://www.hitachihyoron.com/jp/archive/2000s/2003/01.html（閲覧日：2019 年 12 月
12 日） 
9 日立評論 2004 年 1 月 2004 年度日立技術の展望 「2004 年を迎えて」 
https://www.hitachihyoron.com/jp/archive/2000s/2004/01.html（閲覧日：2019 年 12 月
12 日） 
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年には「協創」と表記されるようになり、庄山氏が社長退任後も、研究開発戦略のキー
コンセプトとして用いられている。 
2006 年に古川一夫氏が執行役社長（当時）に就任すると、同年 11 月に「協創と収益
の経営」と題する新たな経営方針を発表 (10)した。古川氏は新経営方針の中心に「協創
によるイノベーションの推進」を据え、収益性を重視したイノベーションの創出が重
要であると述べている。具体的には、原子力事業分野における GE との戦略的連携や、
薄型テレビ事業における松下とのプラズマパネルの相互供給を実現した他、研究人員
の 15%を事業部門へ配置するなどの施策を行っている。 
 
4.3  2011 年～現在 
2011 年以降、日立の中央研究所を取り巻く環境はより劇的に変化を遂げていく。 
2011 年の組織変更では 6 つの研究所を、3 つの研究所に統合している。「中央研究
所」と「基礎研究所」は、「中央研究所」に統合された。「日立研究所」と「機械研究
所」は、「日立研究所」に統合されている。「生産技術研究所」と、「システム開発研
究所」、及び旧「中央研究所」の一部 (11)は、統合され「横浜研究所」へと名称が変更さ
れた。また、「中央研究所」、「日立研究所」、「横浜研究所」を統括し、事業戦略と
連動した技術戦略を策定することを目的として、「技術戦略室」 (12)が新設された。 
 
図 1 2011 年の組織変更図（同社公表資料より筆者作成） 
組織変更の目的はオープンイノベーションを推進する体制構築と、基礎研究と事業
との接点の拡大 (13)にある。当時の日立は、電力、交通、情報通信などの社会インフラ面
におけるイノベーションの強化と、それらを支える要素技術、材料研究を研究開発戦
略の中心においていた。社会イノベーションの推進においては、社会ニーズに呼応す
 
10 日立製作所 アニュアルレポート 2007 
http://www.hitachi.co.jp/IR/library/annual/2007/ar2007j.pdf （閲覧日：2019 年 12 月
12 日） 
11 情報サービス、ソフト生産部門 
12 先に設立されたいた技術戦略室とは同名だが別組織 
13 日立製作所 2011 年 1 月 17 日付 ニュースリリース「社会イノベーション事業のグロ
ーバルな成⻑に向け研究開発体制を刷新」
https://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2011/01/0117d.html （閲覧日：2019 年 12
月 12 日） 
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る研究テーマを設定すると共に、基礎から応用研究までをシームレスにつなぐ必要が
あった。これらを実現する為に、「基礎研究所」を「中央研究所」に統合する形で組織
変更が行われることとなった。  
2015 年には社会イノベーションをより積極的に推進するための手段として協創の強
化を掲げ、さらなる組織変更を行っている。具体的には、3 つの研究所を「テクノロジ
ーイノベーション統括本部（CTI）」として集約し、事業領域ごとに 9 つの領域に再編
成している。また社会イノベーションの実現に向けた協創を推進するフロント組織と
して、「社会イノベーション協創統括本部（CSI）」を新たに設立した他、長期的な視
点で最先端の技術開発を行うための組織として「基礎研究センタ（CER）」を独立させ
る体制を取っている。 
 
図 2 2015 年の組織変更図（同社公表資料より筆者作成） 
顧客協創とは、顧客視点に立って、ビジネスや技術的な課題解決を共に推進するこ
とであり、2015 年に行われた組織変更はまさにそれを具現化するための組織変更であ
る。同社研究員の方へのインタビューにおいても、「以前は、顧客に求められているも
のをしっかりと作るという、言わば技術の視点を強みとしていたが、現在は顧客の視
点（社会起点）に立って、どういう社会にしたいかというビジョンを描き、その実現に
向けた施策の実現を目指す開発スタイルに変化しつつある。」と答えている。 
顧客協創の推進は評価制度にも大きく影響している。小島啓二 CTO（当時）は、2015
年の組織変更について、「社会にインパクトを与え、大きな収益を生み出す研究所にし
たい」と語っている他、「顧客とのソリューション創出で収益を生んだ実績を高く評価
する人事制度にしていく」と回答 (14)するなど、技術をビジネス化する部分に重きをお
いていることが伺える。 
 
4.4  変革の背景 
同社はなぜこのような変革を実現できたのか。その背景には、市場環境の変化と、危
機感の醸成があげられる。 
市場環境の変化について、「かつての研究開発においては、技術的な改良・改善が新
たな価値に直結し、良いプロダクトを出すために必要な技術を蓄積するという視点も
強かった。ところが市場の多様化と共に価値の概念が変わり、今ではどのような価値
を実現するかが重要視されている。また、製品のライフサイクルが短くなる中でスピ
ード感を持った開発も求められるようになってきた。これらの変化に合わせて中央研
 
14 日経ビジネス 2015 年 3 月 9 日号 「博士も稼ぐ、日立が研究所再編」 
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究所もその開発スタイルを変化させる必要があった。」と同社研究員の方へのインタ
ビューで回答している。 
危機感の醸成については、「2000 年代を通じて非常に厳しい時期もあった中で、中
央研究所における研究開発予算にもその影響は大きく、研究員の間でも危機感が広が
り始めた。そのようなマインドの変化が、事業に役立つ研究開発の強化といった方針
転換のきっかけにもなった。」と回答している。同社は 2009 年 3 月期の決算において
創業以来過去最大となる 7800 億円以上の赤字を計上した。奇しくもこういった時代の
制約が研究開発の変革の実現に向けた一つのドライバとなった。 
またこうした変革の最中にあっても、「10 年，20 年後を目標とする基礎的研究を行
なうとともに，今日の課題にも取り組む」という創業の理念は消えることはない。現業
への貢献と、将来を見据えた事業の仕込みは両輪であり、従前も現在の事業を支える
研究が疎かになっていたわけではない。オープンイノベーションへの取り組みはあく
まで手段の変化であり、顧客や社会の要求の変化に合わせて適切な手段を選択できる
よう、研究所自身が変化を遂げてきたことが、ここ数年の変化である。 
 
4.5  協創による事例 
協創への取り組みは成果をあげているか。同社の発表によれば、2015 年の組織変化
の前後で、顧客と議論した案件数は 2 倍以上となり、顧客と協創したプロトタイプの
案件数は約 3 倍 (15)になっている。 
また、協創への取り組みを通じ、すでにいくつかの事例が生まれている。その一つが
CMOS アニーリングマシンである。CMOS アニーリングマシンは「組み合わせ最適化」
を実用的な時間内で処理することを目的としたコンピューター (16)である。「組み合わ
せ最適化」とは、膨大な量の対象物の組み合わせの中から最適な解を導くものであり、
例えば交通渋滞の緩和に向けた交通量や信号機の組み合わせや、効率的な物流ルート
の算出に向けた集荷・配荷ルートの検討への活用が期待される。一般的な CPU ベース
のコンピューターでも、組み合わせの計算はできるが、対象物が増加するに連れ組み
合わせの量も増加し、計算には時間がかかる。CMOS アニーリングマシンはこのよう
な複雑な計算を短時間で実現する点に強みがある。研究・開発活動は 2013 年頃から始
まっている。新たなコンピューターの形について社内で議論を重ねる中で、当時は量
子コンピューターが注目を集める中、同社が強みとする半導体の技術を応用する形で
開発がスタートした (17)。技術検討そのものは日立の社内で進められた。2015 年に国際
 
15 日立製作所 2016 年 6 月 28 日付 「2016 研究開発戦略」 
http://www.hitachi.co.jp/IR/library/presentation/160628/160628.pdf （閲覧日：2019
年 12 月 18 日） 
16 日立製作所 2018 年 2 月 21 日付 開発ストーリー「新概念の半導体コンピュータで現
代社会の最適化をめざす」
https://www.hitachi.co.jp/rd/portal/contents/story/cmos_annealing/index.html （閲覧
日：2019 年 12 月 17 日） 
17 日立製作所 2018 年 7 月 13 日付 開発ストーリー「異分野同士の協力で、CMOS ア
ニーリングマシンを開発」
https://www.hitachi.co.jp/rd/portal/contents/story/cmos_annealing2/index.html （閲覧
日：2019 年 12 月 17 日） 
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半導体回路学会で発表されると大きく注目を集め、2018 年 9 月には CMOS アニーリン
グマシンを利用したクラウド型計算サービス (18)を無償で公開した。この取り組みには
2 つのねらいがあった。 
1 つは CMOS アニーリングマシンを利用したアプリケーションの開発を外部と協創
していくことにより、その実用化を促進していく狙いだ。Web サイト上では、CMOS
アニーリングマシンに関する原理や、現在の検討状況について情報が公開されている
他、デモアプリや、Web API などが公開され、CMOS アニーリングマシンを用いてど
のようなことが実現できるのかについて知ることができる。実用化の促進という点で
は、さくらインターネット株式会社をはじめ、他社との共済によるワークショップ (19)
を研究所内で開催するなど、実社会における問題にどのように適応できるか、外部と
の積極的な情報交換を進めている。 
もう 1 つは使い方やロジックについて広くユーザーからフィードバックを集め、さ
らなる機能改良を実現することである。機能改良という点については北海道大学とも
共同研究を行い、プログラミングコンテストなどを通じて広くロジックの改良、改善
などを行っている。 
 
 
５．考察 
本章では日立の中央研究所の一連の変遷を、「知識の吸収能力」をどのように獲得し
たか、という観点から考察し、加えて、中央研究所がオープンイノベーションへ取り組
むことの意義について、事例から考察できる示唆を述べることとする。 
5.1  考察 1:「知識の吸収能力」を獲得するための成功要因 
「知識の吸収能力」は、これまで中央研究所が担ってこなかった分野の能力である
と言える。元来、中央研究所の役割は、自社製品を支える素材の研究や、コアとなりえ
る技術の原理の探求などといった役割を担ってきた。「知識の吸収能力」の構成能力で
ある必要な知識・技術の外部への探索や、それらを活用した現実社会の課題解決、さら
にはそのビジネスモデルの構築といった能力は、それぞれ事業側の開発や、マーケテ
ィングなど、中央研究所以外の部署がその主たる責務を担ってきた。また、Allen（1977）
は、コミュニケーションという観点から研究開発組織のパフォーマンスを調査する過
程で、組織内部の人間と組織外部の情報をつなぎ合わせる役割を持った人間を「ゲー
トキーパー」と定義し、研究開発組織内で、対外的な情報収集と内部での研究開発の推
進は役割分担がなされていることを指摘している。にもかかわらず、日立の中央研究
所は研究員全員に外部と積極的に交流することを求め、結果として「知識の吸収能力」
を持つに至ったと言う点においてこれまでの中央研究所の概念とは異なる取り組みを
行っていると言える。CMOS アニーリングマシンの事例はその一つの例を示している
と言える。 
 
18 Annealing Cloud Web https://annealing-cloud.com/index.html 
19 日立製作所 イベント「2019 年度 日立製作所×さくらインターネット CMOS アニー
リングマシンワークショップ開催」 https://www.hitachi.co.jp/rd/event/2019/cmos-
annealing1908.html （閲覧日：2019 年 12 月 18 日） 
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CMOS アニーリングマシンの開発は、当初は日立社内で進められていたが、改良の
過程においてはプロトタイプを公開し、ユーザーから広くアイディアを募った他、北
海道大学と協力し、アルゴリズムの改良、改善が行われた。また、価値実現という観点
においても、さくらインターネット株式会社等外部との協創を通じて、現実社会のど
のような課題を解決していくかについてアイディア出しを行っている。自社が培って
きた技術をベースに、外部の知見も取り入れながら技術の改良改善を実現している点
や、技術を利用した価値実現において、現実社会が抱える課題を解決することを基本
姿勢としている点は、まさに「知識の吸収能力」であると言えることから、日立の中央
研究所は「知識の吸収能力」を保持していると考えられる。 
では、日立の中央研究所はどのようにしてこれらの能力を獲得したのか。同社が創
立以来理念として掲げてきた”自前主義”は、「知識の吸収能力」の根幹にある企業外
部の知識・技術を取り入れるという点とはやや異なる概念であるように考えられる。
2000 年以降の変革を通じて、同社がこれらの能力を獲得するに至った背景には、①ト
ップの強いコミットメント、②外部との接点の増加、③危機感の醸成の 3 つの要因が
存在すると考えられる。 
①トップの強いコミットメントについて、2000 年以降、歴代の社長や研究所の幹部を
含むマネジメント層は社内外に対して研究所と外部との連携の強化、すなわちオープンイ
ノベーションへの取り組みの強化を強く発信し続けてきた。日立評論の日立技術の展望に
おける歴代の社長のメッセージの中で、中央研究所に対する姿勢は 2000 年を挟んで大き
く異なっている。2002 年は社長のメッセージとして、2003 年は技術戦略として、2006 年
には「協創」という言葉を用いた全社戦略として、外部との連携強化が積極的に発信され、
継続的な仕組み作りをしていくことにも言及がされている。2011 年と 2015 年には組織再
編を行い、研究と顧客の接点をより増やす組織体制にしたことに加え、研究員の評価制度
の見直しにも言及し、外部との協創により収益化へ大きく貢献したことを評価する制度を
導入することに言及している。10 年以上の長期に渡り、また経営陣が変わっても尚強い熱
量を持って研究開発のスタイルの変革を訴え、また、それらを実現するための仕組みづく
りを仕掛けてきた。経営陣が変革に強くコミットし、メッセージや具体的な行動でその指
針を示したことは、中央研究所の組織変革に大きく寄与したと考えられる。 
同社研究員へのインタビューでも「研究所幹部がトップメッセージとして発信し続
けたことで、顧客の要求に向き合うということが研究者にかなり浸透している。」と話
している。市場要求が変化する中でスピード感を持った開発が以前より強く求められ
るようになってきた中で、顧客の要求そのものも変化し、明確な答えを顧客自身が見
いだせていない可能性も高い。変化の中で新たな価値を創出していくためには、内外
から必要な知識・技術を組み合わせると共に、技術起点の研究開発から顧客や社会を
起点とした研究開発へとスタイルを変化させる必要があった。そのためには、創業以
来のフィロソフィーである”自前主義”へのこだわりから抜け出す必要があった。庄山
氏は 2002 年の日立評論で「自前主義にこだわることなく広く外を見る」と表現してお
り、”自前主義”から完全に脱却することを示唆しているわけではない。これまで培っ
てきた技術を蓄積するという視点は重要視しながらも、外部の新しい知見と積極的に
交流することを求めている。このような内外の知識・技術の統合は、「知識の吸収能
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力」の構成要素の一つであり、すなわち「知識の吸収能力」の醸成において、トップの
コミットメントが大きな役割を果たしていると考えられる。 
②外部との接点の増加について、2011 年の組織変更の目的の 1 つは、「基礎研究所」
と「中央研究所」の統合により事業、市場との接点を増やすことであり、2015 年の組
織変更の目的は、3 つの研究所を統合すると共に、顧客と価値創造をするためのフロン
ト組織と、グローバルで様々な研究機関との協創を推進する組織を設置し、研究開発
組織全体としてオープンイノベーションを推進することであった。いずれの組織変更
においても、研究員が外部との接点を持つことを重視している。 
西村（2003）が指摘するように、中央研究所の発展は研究開発のリニア・モデルと共
にあり、基本的には社内の一貫した技術開発を前提としてきた。黄金期とされる同社
の DRAM 開発においても、「中央研究所」と半導体事業が連携し、大きな成果を生み
出している。旧来、“中を向いた”性質を持つ中央研究所にとって、オープンイノベー
ションにより外部との接点を増やすことは組織文化的にも大きな差がある。この差を
埋めていくための仕掛けとして、外部との接点を増加させるような組織変更は同社の
変革に大きく影響したと考えられる。 
研究者が外部と接点を持つことの効用は、Allen（1977）も指摘する通りである。高
橋・桑島・玉田（2006）は、Allen はその後研究について、「ゲートキーパーの存在は
研究開発のパフォーマンスにプラスの影響を与える」と指摘している。同社が研究員
に積極的な外部との交流を促してきたことは、研究員個人個人にとっても、研究開発
組織全体を見ても、重要な意味を持っていたと考えられる。 
③危機感の醸成について、変革を大きく推進した背景には研究員自身が強い危機感
を感じたことも影響していると考えられる。2000 年代を通じて、業績が低迷する中で
同社研究員へのインタビューでは「2000 年代の苦労の中で研究開発予算も厳しくなり、
研究所も危機感を感じていた。そういった危機感が研究員のマインドにも影響し、よ
り事業に役立つ研究開発へ取り組むという姿勢になったのではないか。」とコメント
している。 
中央研究所創立の理念は「10年，20年後を目標とする基礎的研究を行なうとともに，
今日の課題にも取り組む」ことであり、以前より、現状を支える技術開発と、将来に向
けた技術の仕込みや今の事業に必ずしもアラインしない新しい事業の柱を立てること
を常に両輪として取り組んできた。現在も積極的なオープンイノベーションの傍らで
事業からの委託開発も並行して進めている。事業に役立つ研究開発を疎かにしていた
わけではないが、2000 年代の厳しい状況が変化をより加速していくきっかけになって
いる。 
トップのコミットメントや外部との接点の増加が、向かうべき先、すなわち変革の
方向に影響するものであるのに対し、危機感は変革の推進力となって動きを加速させ
る役割を果たしたと考えられる。これらの要因が同社のオープンイノベーションへの
取り組み、すなわち、「知識の吸収能力」の獲得・習熟に影響を与えた要因であると考
えられる。 
 
5.2  考察 2:中央研究所がオープンイノベーションへ取り組むことの意義 
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考察 1 では、日立の中央研究所がオープンイノベーションに取り組んだ過程から、
オープンイノベーションを推進する上で必要な組織能力をどのように獲得するかにつ
いて考察を述べてきた。もはやオープンイノベーションへ取り組むことは自明である
ようにも思えるが、さらなる考察として、改めて中央研究所がオープンイノベーショ
ンに取り組む意義について、本事例から垣間見える示唆を述べておきたい。それは中
央研究所がオープンイノベーションに取り組むことは、本来の目的たる「将来を見据
えた技術の蓄積」という行為を守ることにもつながるという点である。 
日立では学位（博士号）を持った人材を重視しており、現在も多くの博士が在籍して
いる。日立グループの関係者で、博士号を持った人材のコミュニティである「日立返仁
会」(20)の存在はその象徴であり、優れた学術論文を発表した会員の表彰制度（空盡賞）
等を通じて、後進の育成も行っている。このような非常に高度な知識を持った人材の
存在が、創立以来の技術の高度化や蓄積に貢献してきた。オープンイノベーションに
より必要な技術を外部へ求めることは、一見してこうした存在の必要性に疑問を投げ
かけるような取り組みであるように見えるがそうではない。日立の中央研究所では、
積極的にオープンイノベーションを推進し、外部とのコラボレーション数を増やして
きたが、将来を見据えた、必ずしも今の事業とはアラインしない研究テーマもこれま
で通り取り組んでいる。下記に示すグラフは、国立研究開発法人 科学技術振興機構が
運営する文献・特許の検索サイトである J-Global(21)に掲載されている日立の中央研究
所所属の研究員が著者として関与する文献数の推移 (22)である。 
 
図 3 過去 10 年間に J-Global に掲載された文献数の推移 
組織変更を行った 2011 年、2015 年は数値が下がっているが、その前後で公開されて
いる文献数に大きな差はない。研究開発組織のパフォーマンスを見る指標としては特
許数や、ジャーナルに投稿された論文数を見ることが一般的であるが、特許数につい
ては企業戦略にも大きく影響を受ける為、研究開発組織のパフォーマンスとしては測
 
20 日立返仁会とは 
https://www.hitachi.co.jp/rd/henjin/outline/whats_henjin/index.html （閲覧日：2020
年 1 月 6 日） 
21 J-Global https://jglobal.jst.go.jp/ 
22 J-Global の文献検索より、同社の研究開発組織に所属する研究者が著者として参画し
ている文献数を 2009 年以降抽出した。尚、抽出においては 2011 年と 2015 年の組織変
更により組織名称の変更を考慮し、変更前後の両方の組織名を抽出している。 
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りにくい部分も残る。日立の中央研究所が毎年一定の水準で、学会への文献報告を継
続していることは、研究開発組織として一定のパフォーマンスを発揮していることだ
けでなく、継続して足の長い研究にも取り組んでいることを示唆していると考えられ
る。 
中央研究所不要論と、それに続く各社の中央研究所の縮小・廃止といった動きの背
景には、短期的な利益確保に対する強い要求から、このような足の長い研究を社内の
組織として持ちきれなくなったという事情がある。日立の中央研究所の事例は、オー
プンイノベーションへ取り組むことを通じ、このような環境変化へ呼応することがで
きただけでなく、研究所としても利益を生み出す体制整備を行うことで、本来の目的
でもある将来を見据えた研究テーマを推進する環境を整えた事例としても捉えること
ができる。 
研究開発テーマの中には商品化までに一定の期間を必要とするものも存在する。ま
た市場ニーズの変化により、その技術を必要とするタイミングがいつ来るかの判断も
難しい。中長期的な視点に立って、研究開発に取り組み、技術を蓄積していくことにも
様々なメリットが存在する。中央研究所を縮小・廃止してしまうのではなく、生き残り
をかけてオープンイノベーションへ積極的に取り組むことも中央研究所の新たな姿と
して考えうるのではないか。 
 
６．終わりに 
本研究では中央研究所不要論がさけばれる中で、中央研究所の将来を議論すること
を目的として、オープンイノベーションを積極的に推進する日立の中央研究所の事例
の分析を行った。事例研究を通じて、オープンイノベーションを推進する組織能力で
ある「知識の吸収能力」を獲得していく為に、トップの強いコミットメント、外部と
の接点の増加、危機感の醸成が影響したことが明らかになった。また、中央研究所が
オープンイノベーションに取り組む意義について、旧来目的としてきた中長期的な視
点に立った研究開発を維持するという観点で考察を行った。 
本研究の重要な点は、第一に、中央研究所が今後オープンイノベーションに積極的
に取り組むことを想定した際、組織としてどのような対応が必要かについて一考する
きっかけを提示することができた点にあると考える。研究開発のスタイルが再びクロ
ーズされたスタイルに戻っていくことは考えにくく、企業は部分的でもオープンイノ
ベーションへの取り組みを強化していなければならないだろう。その際、企業の中で
それまで研究開発の中核を担ってきたであろう中央研究所を廃止してしまうのは、長
期的に見れば様々な影響が懸念される。日立の中央研究所の取り組みは、中央研究所
の新たな役割を一考することができる様々な示唆に富んでおり、他の中央研究所にお
いても取り入れることができる取り組みにあふれている。また、加えて指摘をしたい
のが変革にかかる時間軸である。同社の取り組みは 2002 年頃から本格化しているが
10 年以上たった今でも、継続的にトップマネジメントがメッセージを発信し続けてい
る。同じような課題を抱える企業は、中央研究所の変革が難易度の高い取り組みであ
ることを理解すると同時に、長い時間が必要な取り組みであることを理解した上で取
り組むべきである。 
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第二に、オープンイノベーションへの取り組みは、旧来中央研究所が目的としてき
た中長期的な視点に立った研究開発を守る側面があるということである。一見して、
オープンイノベーションへ積極的に取り組むことは短期的な収益の確保という点にお
いて、本来の中央研究所の目的たる中長期の視点にたった研究とは本質的に相異なる
ものであり、その共存は難しいと考えがちである。しかしながら、日立の中央研究所
のように、オープンイノベーションに積極的に取り組みながらも、継続的に学会へ文
献を投稿する等、中長期な視点にたった研究を共存させている組織も存在している。
中央研究所を取り巻く環境が厳しさを増す中で、2 つの異なる視点を持った研究をハ
イブリットに共存させることは、中央研究所が新たな存在価値を見出す一つの視点で
あると考えられる。 
一方で本研究には様々な課題も存在する。オープンイノベーションを推進する上で
必要な組織能力は、「知識の吸収能力」だけでなく、標準化の推進能力や、企業間ネ
ットワークの構築能力などが存在する。加えてこれらは企業外部の知識・技術を管理
する能力であるが、対となる企業内部の知識・技術を管理する能力も存在する。真
鍋・安本（2017）は、各能力の併存の必要性については指摘していないが、それぞれ
の能力は強く関係することは指摘している。「知識の吸収能力」以外の能力を獲得・
形成するプロセスについては継続した調査が必要となる。また、オープンイノベーシ
ョンへの取り組みが、中長期的な研究の維持に寄与する点について、そのメカニズム
までは明らかに出来ていない。研究開発のオープン化が加速する時勢にあっては、前
者よりむしろ後者のほうが、喫緊の課題であるとも捉えることができる。また、あく
まで本研究は、日立の中央研究所の事例に基づくものであり、同社個別の事情の影響
などについては排除しきれていない部分もある。中央研究所の新たな姿として、一般
化を進めていくためには、複数社での継続調査が必要であることも課題である。 
日立の中央研究所は、オープンイノベーションへの取り組みを更に進化させようと
している。同社研究員へのインタビューでは、「これまでは、「顧客協創」という言
葉に代表されるように、お客様の課題を一緒に解いていくという 1:1 の側面が強いも
のだったが、今後目指していきたい協創は，社会にインパクトをあたえるイノベーシ
ョン創出に向けたオープンな協創であり、N:N の側面が強いと考える。」と回答して
いる。中央研究所によりオープンイノベーションへの取り組みは多くの進化の可能性
を残す。指摘した課題も含め、今後のさらなる研究を通じ、新しい中央研究所の姿を
明らかにしていきたい。 
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